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1【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成18年３月24日付で第６期(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日)の有価証券報告書を提

出いたしましたが、記載内容の一部について訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。 

 

2【訂正事項】 

 第一部 ファンド情報 

 第１ ファンドの状況 

１ 投資法人の概況 

(1) 主要な経営指標等の推移 

①主要な経営指標等の推移 

 (5) 投資法人の出資総額 

５ 運用状況 

(２) 投資資産 

  ③ その他投資資産の主要なもの 

   Ｂ 個別信託不動産に係る概要  

(３) 運用実績 

  ① 純資産等の推移 

 

第二部 投資法人の詳細情報 

 第５ 投資法人の経理状況 

１ 財務諸表 

(２) 損益計算書 

重要な会計方針 

第６ 販売及び買戻しの実績 

 

 

    の部分は訂正部分を示します。 
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第一部【ファンド情報】 

第１【ファンドの状況】 
１【投資法人の概況】 

(1)【主要な経営指標等の推移】 

①主要な経営指標等の推移 

＜修正前＞ 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

計算期間 

自 平成14年
１月18日

至 平成14年
12月31日

自 平成15年
１月１日

至 平成15年
６月30日

自 平成15年
７月１日

至 平成15年
12月31日

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成17年
７月１日

至 平成17年
12月31日

営業収益(注２)  (千円) － － － 769,314 1,041,571 1,089,878

 うち不動産賃貸事
業収益 

 (千円) － － － 769,314 857,891 983,936

営業費用  (千円) 14,983 9,882 11,238 416,845 519,643 599,622

 うち不動産賃貸事
業費用 

 (千円) － － － 300,239 404,034 476,138

営業利益又は営業損
失(△) 

 (千円) △14,983 △9,882 △11,238 352,469 521,927 490,255

経常利益又は経常損
失(△) 

 (千円) △25,660 △14,324 △15,750 246,021 355,137 399,781

当期純利益又は当期
純損失(△) 

(a) (千円) △25,926 △14,469 △16,225 243,603 354,135 398,778

総資産額 (b) (千円) 175,633 161,200 1,159,501 15,938,155 23,703,193 25,410,281

純資産額 (c) (千円) 174,073 159,604 1,155,878 7,082,607 11,187,430 11,232,080

有利子負債額  (千円) － － － 8,180,000 11,500,000 13,150,000

出資総額  (千円) 200,000 200,000 1,212,500 6,895,625 10,833,292 10,833,292

分配金総額 (d) (千円) － － － 186,979 354,128 398,777

配当性向(注３) (d)/(a) (％) － － － 76.7 99.9 99.9

発行済投資口総数 (e) (口) 400 400 3,100 18,249 28,899 28,899

１口当たり純資産額
(基準価額) 

(c)/(e) (円) 435,184 399,011 372,864 388,109 387,122 388,666

１口当たり当期純利
益又は当期純損失
(△)(注４) 

 (円) △64,815 △36,173 △33,248
16,838 
(14,849) 

13,281 13,799

１口当たり分配金額 (d)/(e) (円) － － － 10,246 12,254 13,799

 うち１口当たり利
益分配金額 

 (円) － － － 10,246 12,254 13,799

 うち１口当たり利
益超過分配金額 

 (円) － － － － － －

総資産経常利益率又
は総資産経常損失率
(△)(注５) 

 (％) △13.6 △8.5 △2.3 2.9 1.8 1.6

 (年換算)  (％) (△14.3) (△17.1) (△4.7) (3.7) (3.6) (3.2)

自己資本利益率又は 
自 己 資 本 損 失 率
(△)(注５) 

 (％) △13.8 △8.6 △2.4 5.9 3.9 3.6

 (年換算)  (％) (△14.5) (△17.4) (△4.8) (7.5) (7.8) (7.1)

期末自己資本比率 
(注５) 

(c)/(b) (％) 99.1 99.0 99.6 44.4 47.2 44.2

賃貸NOI 
(Net Operating 
Income)(注５) 

 (千円) － － － 622,581 629,863 717,415

(注１) 記載した数値は、特に記載のない限りいずれも記載未満の桁数を切捨てにより表示しています。 

(注２) 営業収益等には、消費税等は含まれていません。 
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(注３) 財務指標上の比率の記載については、小数点第２位以下を四捨五入により表示しています。（但し、配当

性向のみ小数点第２位以下を切捨） 

(注４) １口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算出しています。なお、

第４期につきましては、実質的な資産運用開始日である平成16年３月19日時点を期首とした日数による加

重平均投資口数(16,405口)により算出した１口当たり純利益を括弧内に併記しています。 

(注５) 記載した指標は以下の方法により算定しています。なお、括弧内の数値は、第１期は計算期間の日数348

日、第２期は計算期間の日数181日及び第３期は計算期間の日数184日の年間の日数(365日)に対する割合、

また第４期は実質的な資産運用期間である平成16年３月19日からの288日間の年間の日数(366日)に対す

る割合、第５期は計算期間の日数181日及び第６期は計算期間の日数184日の年間の日数(365日)により年

換算したものを記載しています。 

総資産経常利益率＝経常利益(損失)／(期首総資産額＋期末総資産額)÷２×100 

自己資本利益率＝当期純利益(損失)／(期首純資産額＋期末純資産額)÷２×100 

自己資本比率＝期末純資産額／期末総資産額×100 

賃貸NOI＝不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋当期減価償却費 
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＜修正後＞ 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

計算期間 

自 平成14年
１月18日

至 平成14年
12月31日

自 平成15年
１月１日

至 平成15年
６月30日

自 平成15年
７月１日

至 平成15年
12月31日

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成17年
７月１日

至 平成17年
12月31日

営業収益(注２)  (千円) － － － 769,314 1,041,571 1,089,878

 うち不動産賃貸事
業収益 

 (千円) － － － 769,314 857,891 983,936

営業費用  (千円) 14,983 9,882 11,238 416,845 519,643 599,622

 うち不動産賃貸事
業費用 

 (千円) － － － 300,239 404,034 476,138

営業利益又は営業損
失(△) 

 (千円) △14,983 △9,882 △11,238 352,469 521,927 490,255

経常利益又は経常損
失(△) 

 (千円) △25,660 △14,324 △15,750 246,021 355,137 399,781

当期純利益又は当期
純損失(△) 

(a) (千円) △25,926 △14,469 △16,225 243,603 354,135 398,778

総資産額 (b) (千円) 175,633 161,200 1,159,501 15,938,155 23,703,193 25,410,281

純資産額 (c) (千円) 174,073 159,604 1,155,878 7,082,607 11,187,430 11,232,080

有利子負債額  (千円) － － － 8,180,000 11,500,000 13,150,000

出資総額  (千円) 200,000 200,000 1,212,500 6,895,625 10,833,292 10,833,292

分配金総額 (d) (千円) － － － 186,979 354,128 398,777

配当性向(注３) (d)/(a) (％) － － － 76.7 99.9 99.9

発行済投資口総数 (e) (口) 400 400 3,100 18,249 28,899 28,899

１口当たり純資産額
(基準価額) 

(c)/(e) (円) 435,184 399,011 372,864 388,109 387,121 388,666

１口当たり当期純利
益又は当期純損失
(△)(注４) 

 (円) △64,815 △36,173 △33,248
16,838 
(14,849) 

13,281 13,799

１口当たり分配金額 (d)/(e) (円) － － － 10,246 12,254 13,799

 うち１口当たり利
益分配金額 

 (円) － － － 10,246 12,254 13,799

 うち１口当たり利
益超過分配金額 

 (円) － － － － － －

総資産経常利益率又
は総資産経常損失率
(△)(注５) 

 (％) △13.6 △8.5 △2.3 2.9 1.8 1.6

 (年換算)  (％) (△14.3) (△17.1) (△4.7) (3.7) (3.6) (3.2)

自己資本利益率又は 
自 己 資 本 損 失 率
(△)(注５) 

 (％) △13.8 △8.6 △2.4 5.9 3.9 3.6

 (年換算)  (％) (△14.5) (△17.4) (△4.8) (7.5) (7.8) (7.1)

期末自己資本比率 
(注５) 

(c)/(b) (％) 99.1 99.0 99.6 44.4 47.2 44.2

賃貸NOI 
(Net Operating 
Income)(注５) 

 (千円) － － － 622,581 629,863 717,415

(注１) 記載した数値は、特に記載のない限りいずれも記載未満の桁数を切捨てにより表示しています。 

(注２) 営業収益等には、消費税等は含まれていません。 

(注３) 財務指標上の比率の記載については、小数点第２位以下を四捨五入により表示しています。（但し、配当

性向のみ小数点第２位以下を切捨） 

(注４) １口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算出しています。なお、

第４期につきましては、実質的な資産運用開始日である平成16年３月19日時点を期首とした日数による加

重平均投資口数(16,405口)により算出した１口当たり純利益を括弧内に併記しています。 

(注５) 記載した指標は以下の方法により算定しています。なお、括弧内の数値は、第１期は計算期間の日数348

日、第２期は計算期間の日数181日及び第３期は計算期間の日数184日の年間の日数(365日)に対する割合、

また第４期は実質的な資産運用期間である平成16年３月19日からの288日間の年間の日数(366日)に対す
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る割合、第５期は計算期間の日数181日及び第６期は計算期間の日数184日の年間の日数(365日)により年

換算したものを記載しています。 

総資産経常利益率＝経常利益(損失)／(期首総資産額＋期末総資産額)÷２×100 

自己資本利益率＝当期純利益(損失)／(期首純資産額＋期末純資産額)÷２×100 

自己資本比率＝期末純資産額／期末総資産額×100 

賃貸NOI＝不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋当期減価償却費 
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(5)【投資法人の出資総額】 

   (中略) 

   ＜修正前＞ 

発行投資口総数(口) 出資総額(円) 

年月日 

増減 残高 増減 残高 

備考 

平成14年１月18日 400 400 200,000,000 200,000,000 (注1) 

平成15年12月26日 2,700 3,100 1,012,500,000 1,212,500,000 (注2) 

平成16年１月９日 1,350 4,450 506,250,000 1,718,750,000 (注2) 

平成16年１月21日 1,333 5,783 499,875,000 2,218,625,000 (注2) 

平成16年１月27日 267 6,050 100,125,000 2,318,750,000 (注2) 

平成16年１月28日 800 6,850 300,000,000 2,618,750,000 (注2) 

平成16年１月31日 266 7,116 99,750,000 2,718,500,000 (注2) 

平成16年２月５日 800 7,916 300,000,000 3,018,500,000 (注2) 

平成16年２月７日 1,333 9,249 499,875,000 3,518,375,000 (注2) 

平成16年５月17日 9,000 18,249 3,377,250,000 6,895,625,000 (注3) 

平成17年２月８日 10,650 28,899 3,937,667,100 10,833,292,100 (注4) 

(注1) １口当たり発行価格500,000円にて本投資法人が設立されました。 

(注2) １口当たり発行価格375,000円にて新規物件の取得資金の調達を目的として私募投資口の追加発行を行いま

した。 

(注3) １口当たり発行価格395,000円(引受価額375,250円)にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募新投

資口の発行を行いました。 

(注4) １口当たり発行価格385,140円(引受価額369,734円)にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募新投

資口の発行を行いました。 
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＜修正後＞ 

発行投資口総数(口) 出資総額(円) 

年月日 

増減 残高 増減 残高 

備考 

平成14年１月18日 400 400 200,000,000 200,000,000 (注1) 

平成15年12月26日 2,700 3,100 1,012,500,000 1,212,500,000 (注2) 

平成16年１月９日 1,350 4,450 506,250,000 1,718,750,000 (注2) 

平成16年１月21日 1,333 5,783 499,875,000 2,218,625,000 (注2) 

平成16年１月27日 267 6,050 100,125,000 2,318,750,000 (注2) 

平成16年１月28日 800 6,850 300,000,000 2,618,750,000 (注2) 

平成16年１月31日 266 7,116 99,750,000 2,718,500,000 (注2) 

平成16年２月５日 800 7,916 300,000,000 3,018,500,000 (注2) 

平成16年２月７日 1,333 9,249 499,875,000 3,518,375,000 (注2) 

平成16年５月17日 9,000 18,249 3,377,250,000 6,895,625,000 (注3) 

平成17年２月７日 10,650 28,899 3,937,667,100 10,833,292,100 (注4) 

(注1) １口当たり発行価格500,000円にて本投資法人が設立されました。 

(注2) １口当たり発行価格375,000円にて新規物件の取得資金の調達を目的として私募投資口の追加発行を行いま

した。 

(注3) １口当たり発行価格395,000円(引受価額375,250円)にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募新投

資口の発行を行いました。 

(注4) １口当たり発行価格385,140円(引受価額369,734円)にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募新投

資口の発行を行いました。 
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５【運用状況】 

(2)【投資資産】 

③【その他投資資産の主要なもの】 

Ｂ 個別信託不動産に係る概要 

（中略） 

＜修正前＞ 

物件番号A9：クラウンパレス（原報告書72頁） 

収益状況等 

平成17年７月1日 
事業期間 

 ～平成17年12月31日 

①賃貸事業収益 17,966千円

 貸室賃料・共益費 15,579千円

 その他収入 2,387千円

②賃貸事業費用 8,155千円

 維持管理費 5,050千円

 公租公課 1,086千円

 損害保険料 62千円

 その他支出 1,956千円

③ＮＯＩ (①－②) 9,811千円

 

物件番号A14：アビタシオンクレール（原報告書75頁） 

収益状況等 

平成17年７月1日 
事業期間 

 ～平成17年12月31日 

①賃貸事業収益 48,422千円

 貸室賃料・共益費 44,713千円

 その他収入 3,709千円

②賃貸事業費用 15,561千円

 維持管理費 8,653千円

 公租公課 3,855千円

 損害保険料 228千円

 その他支出 2,824千円

③ＮＯＩ (①－②) 32,860千円

 

物件番号B6：インペリアル東久留米Ｄ棟（原報告書93頁） 

収益状況等 

平成17年７月1日 
事業期間 

 ～平成17年12月31日 

①賃貸事業収益 18,900千円

 貸室賃料・共益費 18,900千円

 その他収入 0千円

②賃貸事業費用 2,309千円

 維持管理費 1,756千円

 公租公課 －

 損害保険料 30千円

 その他支出 522千円

③ＮＯＩ (①－②) 16,590千円
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＜修正後＞ 

物件番号A9：クラウンパレス（原報告書72頁） 

収益状況等 

平成17年７月1日 
事業期間 

 ～平成17年12月31日 

①賃貸事業収益 17,966千円

 貸室賃料・共益費 15,579千円

 その他収入 2,387千円

②賃貸事業費用 7,905千円

 維持管理費 5,050千円

 公租公課 1,086千円

 損害保険料 62千円

 その他支出 1,706千円

③ＮＯＩ (①－②) 10,061千円

 

 

物件番号A14：アビタシオンクレール（原報告書75頁） 

収益状況等 

平成17年７月1日 
事業期間 

 ～平成17年12月31日 

①賃貸事業収益 48,422千円

 貸室賃料・共益費 44,713千円

 その他収入 3,709千円

②賃貸事業費用 15,311千円

 維持管理費 8,653千円

 公租公課 3,855千円

 損害保険料 228千円

 その他支出 2,574千円

③ＮＯＩ (①－②) 33,110千円

 

物件番号B6：インペリアル東久留米Ｄ棟（原報告書93頁） 

収益状況等 

平成17年７月1日 
事業期間 

 ～平成17年12月31日 

①賃貸事業収益 18,900千円

 貸室賃料・共益費 18,900千円

 その他収入 -千円

②賃貸事業費用 2,309千円

 維持管理費 1,756千円

 公租公課 －

 損害保険料 30千円

 その他支出 522千円

③ＮＯＩ (①－②) 16,590千円
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(3)【運用実績】 

①【純資産等の推移】 

（中略） 

＜修正前＞ 
 

年月日 総資産額(千円) 純資産額(千円) １口当たりの純資産額(円) 

平成14年12月31日 175,633 174,073 435,185 

平成15年６月30日 161,200 159,604 399,011 

平成15年12月31日 1,159,501 1,155,878 372,864 

平成16年12月31日 
15,938,155 
(15,751,176) 

7,082,607 
(6,895,628) 

388,109 
(377,863) 

平成17年６月30日 
23,703,193 
(23,349,065) 

11,187,430 
(10,833,302) 

387,122 
(374,867) 

平成17年12月31日 
25,410,281 
(25,011,503) 

11,232,080 
(10,833,303) 

388,666 
(384,867) 

(注) 各計算期間末に分配を行った後の分配落の額を括弧内に記載しています。 

 

 

＜修正後＞ 
 

年月日 総資産額(千円) 純資産額(千円) １口当たりの純資産額(円) 

平成14年12月31日 175,633 174,073 435,184 

平成15年６月30日 161,200 159,604 399,011 

平成15年12月31日 1,159,501 1,155,878 372,864 

平成16年12月31日 
15,938,155 
(15,751,176) 

7,082,607 
(6,895,628) 

388,109 
(377,863) 

平成17年６月30日 
23,703,193 
(23,349,065) 

11,187,430 
(10,833,302) 

387,121 
(374,867) 

平成17年12月31日 
25,410,281 
(25,011,503) 

11,232,080 
(10,833,303) 

388,666 
(374,867) 

(注) 各計算期間末に分配を行った後の分配落の額を括弧内に記載しています。 
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第二部【投資法人の詳細情報】 

第５【投資法人の経理状況】 
１【財務諸表】 

(2)【損益計算書】 

    ＜修正前＞ 

第５期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

第６期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 区分 

注記 
番号 

金 額(千円) 
百分比
(％)

金 額(千円) 
百分比
(％)

経常損益の部   

Ⅰ 営業損益の部   

１ 営業収益   

賃貸事業収入 ※1 857,891 82.3 983,936 90.2

不動産等売却益 ※2 183,680 17.6 105,941 9.7

  1,041,571 100.0  1,089,878 100.0

２ 営業費用   

賃貸事業費用 ※1 404,034 38.7 476,138 43.6

役員報酬  2,100 0.2 2,100 0.1

資産運用報酬  51,553 4.9 55,028 5.0

資産保管委託報酬  6,505 0.6 6,934 0.6

一般事務委託報酬  16,937 1.6 20,243 1.8

その他費用  38,512 3.6 39,176 3.5

  519,643 49.8  599,622 55.0

営業利益  521,927 50.1  490,255 44.9

Ⅱ 営業外損益の部   

１ 営業外収益   

受取利息  8 0.0 18 0.0

その他営業外収益  6,695 0.6 898 0.0

  6,704 0.6  916 0.0

２ 営業外費用   

支払利息  95,971 9.2 79,562 7.3

融資関連手数料  55,339 5.3 6,612 0.6

新投資口発行費  4,879 0.4 - -

投資口公開関連 
費用 

 12,384 1.1 500 0.0

創業費償却  4,055 0.3 4,055 0.3

雑損失  865 0.0 660 0.0

  173,495 16.6  91,391 8.3

経常利益  355,137 34.0  399,781 36.6

税引前当期純利益  355,137 34.0  399,781 36.6

法人税その他の 
税の額 

 722 0.0 1,532 0.1

法人税等調整額  279 0.0 △528 0.0

当期純利益  354,135 34.0  398,778 36.5

前期繰越利益  3 0.0  10 0.0

当期未処分利益  354,138 34.0  398,788 36.5
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    ＜修正後＞ 

第５期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

第６期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 区分 

注記 
番号 

金 額(千円) 
百分比
(％)

金 額(千円) 
百分比
(％)

経常損益の部   

Ⅰ 営業損益の部   

１ 営業収益   

賃貸事業収入 ※1 857,891 82.3 983,936 90.2

不動産等売却益 ※2 183,680 17.6 105,941 9.7

  1,041,571 100.0  1,089,878 100.0

２ 営業費用   

賃貸事業費用 ※1 404,034 38.7 476,138 43.6

役員報酬  2,100 0.2 2,100 0.1

資産運用報酬  51,553 4.9 55,028 5.0

資産保管委託報酬  6,505 0.6 6,934 0.6

一般事務委託報酬  16,937 1.6 20,243 1.8

その他費用  38,512 3.6 39,176 3.5

  519,643 49.8  599,622 55.0

営業利益  521,927 50.1  490,255 44.9

Ⅱ 営業外損益の部   

１ 営業外収益   

受取利息  8 0.0 18 0.0

還付加算金  664 0.0 103 0.0

雑収入  6,031 0.5 795 0.0

  6,704 0.6  916 0.0

２ 営業外費用   

支払利息  95,971 9.2 79,562 7.3

融資関連手数料  55,339 5.3 6,612 0.6

新投資口発行費  4,879 0.4 - -

投資口公開関連 
費用 

 12,384 1.1 500 0.0

創業費償却  4,055 0.3 4,055 0.3

雑損失  865 0.0 660 0.0

  173,495 16.6  91,391 8.3

経常利益  355,137 34.0  399,781 36.6

税引前当期純利益  355,137 34.0  399,781 36.6

法人税その他の 
税の額 

 722 0.0 1,532 0.1

法人税等調整額  279 0.0 △528 0.0

当期純利益  354,135 34.0  398,778 36.5

前期繰越利益  3 0.0  10 0.0

当期未処分利益  354,138 34.0  398,788 36.5

   

 



ファイル名:第6期-7月4日  更新日時:9/25/2006 10:33:00 AM 印刷日時:06/09/26 12:46 

[重要な会計方針] 

 ＜修正前＞ 
 

項目 
第５期 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

第６期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

３ 収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 
保有する不動産にかかる固定資産

税、都市計画税及び償却資産税等に
ついては、賦課決定された税額のう
ち当期に対応する額を賃貸事業費用
として費用処理する方法を採用して
おります。 

なお、不動産または不動産を信託
財産とする信託受益権の取得に伴
い、精算金として譲渡人に支払った
初年度の固定資産税等相当額につい
ては、費用に計上せず当該不動産等
の取得原価に算入しております。当
期においては不動産等の取得原価に
算入した固定資産税等相当額は、
36,498千円であります。 

固定資産税等の処理方法 
保有する不動産にかかる固定資産

税、都市計画税及び償却資産税等に
ついては、賦課決定された税額のう
ち当期に対応する額を賃貸事業費用
として費用処理する方法を採用して
おります。 

なお、不動産または不動産を信託
財産とする信託受益権の取得に伴
い、精算金として譲渡人に支払った
初年度の固定資産税等相当額につい
ては、費用に計上せず当該不動産等
の取得原価に算入しております。当
期においては不動産等の取得原価に
算入した固定資産税等相当額は、
4,015千円であります。 

 

 

＜修正後＞ 
 

項目 
第５期 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

第６期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

３ 収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 
保有する不動産にかかる固定資産

税、都市計画税及び償却資産税等に
ついては、賦課決定された税額のう
ち当期に納税する額を賃貸事業費用
として費用処理する方法を採用して
おります。 

なお、不動産または不動産を信託
財産とする信託受益権の取得に伴
い、精算金として譲渡人に支払った
初年度の固定資産税等相当額につい
ては、費用に計上せず当該不動産等
の取得原価に算入しております。当
期においては不動産等の取得原価に
算入した固定資産税等相当額は、
36,498千円であります。 

固定資産税等の処理方法 
保有する不動産にかかる固定資産

税、都市計画税及び償却資産税等に
ついては、賦課決定された税額のう
ち当期に納税する額を賃貸事業費用
として費用処理する方法を採用して
おります。 

なお、不動産または不動産を信託
財産とする信託受益権の取得に伴
い、精算金として譲渡人に支払った
初年度の固定資産税等相当額につい
ては、費用に計上せず当該不動産等
の取得原価に算入しております。当
期においては不動産等の取得原価に
算入した固定資産税等相当額は、
4,015千円であります。 
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第６【販売及び買戻しの実績】 
 

   ＜修正前＞ 

計算期間 販売日 販売口数（口） 買戻し口数（口） 

第１期 
（平成14年１月18日～ 

平成14年12月31日） 

平成14年１月18日 
（設立時） 

400 0 

第２期 
（平成15年１月１日～ 

平成15年６月30日） 
― 0 0 

第３期 
（平成15年７月１日～ 

平成15年12月31日） 
平成15年12月25日 2,700 0 

平成16年１月９日 1,350 0 

平成16年１月21日 1,333 0 

平成16年１月27日 267 0 

平成16年１月28日 800 0 

平成16年１月31日 266 0 

平成16年２月５日 800 0 

平成16年２月７日 1,333 0 

第４期 
（平成16年１月１日～ 

平成16年12月31日) 

平成16年５月17日 9,000 0 

第５期 
（平成17年１月１日～ 

平成17年６月30日) 
平成17年２月８日 10,650 0 

第６期 
（平成17年７月１日～ 

平成17年12月31日） 
― 0 0 

（注）本邦外における販売又は買戻しの実績はありません。 
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   ＜修正後＞ 

計算期間 販売日 販売口数（口） 買戻し口数（口） 

第１期 
（平成14年１月18日～ 

平成14年12月31日） 

平成14年１月18日 
（設立時） 

400 0 

第２期 
（平成15年１月１日～ 

平成15年６月30日） 
― 0 0 

第３期 
（平成15年７月１日～ 

平成15年12月31日） 
平成15年12月26日 2,700 0 

平成16年１月９日 1,350 0 

平成16年１月21日 1,333 0 

平成16年１月27日 267 0 

平成16年１月28日 800 0 

平成16年１月31日 266 0 

平成16年２月５日 800 0 

平成16年２月７日 1,333 0 

第４期 
（平成16年１月１日～ 

平成16年12月31日) 

平成16年５月17日 9,000 0 

第５期 
（平成17年１月１日～ 

平成17年６月30日) 
平成17年２月７日 10,650 0 

第６期 
（平成17年７月１日～ 

平成17年12月31日） 
― 0 0 

（注）本邦外における販売又は買戻しの実績はありません。 

 


